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湯浅一郎（ピースデポ）

ピースデポについて

１９９８年．「市民の手による平和のためのシンクタンク」をめざして発足し、「軍事力によらない安全保障態勢の構築をめざして」、核軍縮、安保、基地問題をフォロー。
１０周年を直前に、いくつかの分野で評価される機会が。作秋、米情報公開法を活用しテロ特措法にもとづく海上自衛隊の提供燃料がイラク戦争に転用されていたことを問題提起し、国会論戦の一次資料としていかされた。また、韓国のカンオンドウ（江原道）からの非武装地帯平和賞を受賞。北東アジア非核地帯を作ろうとする世論形成が、状況を変えていく駆動力になるとの主張をし続けてきたことが、韓国の当該自治体から評価された。

（１）非軍事による平和を

　今、人類は、貧困、環境問題（地球温暖化も含めて）、ひいては食糧問題など切実で共通の課題が山積。生存基盤の継続性のために一致協力して取り組まねばならないとき。
そんな時に、「軍事、核、戦争にエネルギーや予算を浪費する余裕があるのか？」
そう言う疑問に多くの人が気づき始めている。→５／５九条世界会議の盛り上がり。
「９条を守れ」が２／３の流れの背景も、その辺りにあるのでは？ 

　市民の側が「軍事力によらなくても平和は作れる」という対抗構想を打ち出すべき時。
九条が名文であることによって、自衛隊の動きを大枠で規制しているという規範としての役割はある。曲がりなりにも、日本の外交の基本には、九条があったことは事実です。
　しかし、その精神を具現化した政策を提起し、実体化していく必要がある。

（２）北東アジアの平和を！

　私たちにとって、最大の問題は、生活し、暮らしている場そのものである北東アジアをどうするか？　朝鮮半島は、未だに３８度線での分断が続き、文字通り米ソ冷戦構造が今もある地域です。その要因は、直接的には、米ソ冷戦ですが、その前の４０年弱、日本の植民地政策があることは言うまでもないことです。この地域の安全保障問題を、非軍事で動かすことができれば、それは地球全体の平和に大きく寄与することができるはず。

（３）北東アジア非核兵器地帯の意義と可能性　　　　　　　　　
核兵器廃絶をめぐっての最新の規範は、2000年再検討会議の最終文書。核兵器保有国の「保有核兵器の廃棄に関する明確な約束」など１３項目のステップ。
1 ２００６年「大量破壊兵器委員会報告」（ブリックス報告）。「すべての核保有国は、核兵器なしでの安全保障に向けた計画策定に着手すべきである。それらの国は、・・実際的かつ段階的な共同の措置を通じて、核兵器の非合法化に備え始めるべきである」（勧告３０）。
2 2007年.2008年ともに1月；キッシンジャーら「核兵器のない世界」を訴える論文
　次のステップは？　「核兵器に依存しない安全保障の枠組み」を明示させること。　　
1 「核保有国」　特にイギリスの可能性　スコットランド自治政府の決起。
2 アメリカの政権交代？→ＣＴＢＴ批准
3 「核抑止に依存した非核保有国」（日本、韓国、ＮＡＴＯ諸国）。
これを解く鍵が「非核地帯の実現」。地域安全保障の枠組み。多国間の協調によって核兵器に依存しない地域ブロックをつくる。
１９６７年からの４０年で、地球の南半分は非核地帯。北半球への拡大を！
２０１０年を意識しつつ、被爆国としての日本政府が、５ヶ国に向けて「北東アジア非核地帯条約」を造ろうと提言していかせる。そのために、市民は何をすればいいのか？
　秋の臨時国会では、給油新法の延長問題が焦点化し、その先に、派兵恒久法が待っている。これは、九条の改悪を先取りしたもので、何としても阻止せねばならないが、そのためにも、九条を具現化した政策にし、形にしていくことと同時に追求する必要があるのではないかと思う。８／６広島で改めて、そのことを思い起こすことを確認したい。

